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　債権保全の制度としては，法律上，物的担保制度が
ある。そして，従来は，物的担保制度が中心であり，
人的担保制度は補助的に利用されてきたにすぎない。
しかし，物的担保の目的となる財産を有しない者にと
っては，これを利用して信用の供与を受けることはで
きない。そこで，最近では，中小企業者に対する信用
の供与や，消費者に対する信用の供与を担保するため
の手段として，人的担保制度を積極的に活用する傾向
が強まってきた。このために，保証を業務とする信用
保証協会や信用保証会社や信販会社ないし信用保険を
業務とする保険会社が登場することになった。さらに
は，金融機関自身が物的担保を設定して信用を供与す
ることは経済的効率からみて適切でないことや，金融
機関自身が物的担保を実行することによるイメージダ
ウンを回避することなどのために，保証専門会社を設
置して，信用の供与を受ける者が保証専門会社に物的
担保を提供し，そのみかえりとして保証専門会社が金
融機関に対して信用供与を受ける者の債務を保証する
という「物的担保の人的担保化」現象も生じてきてい
るのである。あるいは，公団住宅の購入代金債務の保
証や国民金融公庫の教育P一ンの借り入れ債務の保証
など公共的な信用供与に際しても，特別の保証機関を
設置して保証が行われているなど，従来とは異なる状
況が生じてきている。
　そこで，本研究においては，まず，従来からの人的
担保制度の利用状況とともに，前述のような今日新た
に生じてきている人的担保制度の利用実態を把握し，
これを分析整理することにした。このことのために，
各地の種々の信用保証協会や信用保証会社や保険会
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社，あるいは信販会社，公共的保証機関などで，その
実態を調査した。その成果は，後日，発表する予定で
ある。それを概観すると，従来，人的担保制度の中心
となっていたのは保証と身元保証であった。そして，
身元保証の利用は従前と異なるところはないか，保証
についてはさまざまなバライティーのあることが明ら
かになった。従来の親子・友人・知人間の無償保証の
ほかに，保証会社による営利的有償保証，中小企業信
用保証協会などによる政策的有償保証，公共的保証機
関による公共的有償保証などに類型化することができ
る。また，保証の形態によらないで信用保険や保証保
険という保険の形態によっても同様の利用が行われて
いるのである。
　本研究では，つぎに，以上のような利用実態の差異
が人的担保理論の形成にどのような影響を及ぼすもの
なのかについての，主として理論的検討を行った。こ
こでは，かって私見として提示したところの仮説との
関係で，これを検証するのを主たる目的とした。すな
わち，人的担保制度の法理論的見地からの類型化とし
ては，「債務担保」型人的担保理論，「信用担保」型人
的担保理論，「責任担保」型人的担保理論，「損害担保」
型人的担保理論の諸形態に分けて理論構成するのが妥
当ではないかとの私見につき，先の人的担保制度の利
用実態との関係で検証した。このために，国内外の大
学での資料収集や研究会での討議に加わるなどをして
検討を行った。このような仮説に基づく「人的担保」
理論の形成は，今後の課題に留まるもので，早急には
その成果は期待できないのが実情である。
　また，以上のような理論的検討の過程のなかで，民
法の保証債務に関する規定との関係をどのようにみる
かにも注目した。とくに，中小企業信用保証協会によ
る政策的有償保証の法的性質につき検討を加え「信用
担保」型人的担保理論によるべきであるとの私見を前
提として，民法の保証債務規定を前提としての保証理
論との関係においてどのような特質をもつものである
かを検討した。この結果は，本年度中には，出版され
る予定である。
　さらには，実践的活動としては，新たに予定されて
いる年金福祉事業団の教育資金融資に伴う債権保全制
度としての公共的保証機構の設置を提言している。
　本研究では，最後に，外国とくに，ドイツ，スイ
ス，フランス，イギリス，アメリカにおける人的担保
制度の利用実態と，人的担保理論に検討を加え，わが
国との比較法的検討を予定している。このために，
諸国を訪問し実態を調査するとともに資料を収集し
た。ともに，ドイツではFreiburg大学のMUller
＝Freienfels教授，　Frank教授と，フランスでは
Strassburg大学の関係者と意見を交換した。しかし，
この比較法的研究の成果は未だ完成していない。将来
の課題である。
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